檄
1.　本日12月4日、第46回衆議院選挙が公示され、16日の投開票にむけ、全国でたたかいの火ぶたが切られた。
2.　今回の総選挙の構図は明確である。自民党や日本維新の会など、強者中心の右翼的な勢力の伸長を許すのか、あるいは、公共サービスの再生と強化、そして社会保障の拡充と脱原発・再生可能エネルギーの促進を進めるために、民主党を中心とした政治勢力が勝利を収めるか、である。
3.　自民党や日本維新の会に、私たちの社会づくりを託すことはできない。この２党は新自由主義に基づく格差の拡大と公共サービスの切り捨てを画策し、公務員労働者を敵視している。２党の勢力が拡大すれば、地方公務員の賃金切り下げや、地方公務員法の改悪によって公務員労働者の権利規制を強行することは明らかである。また自民党は憲法改正による国防軍の創設・集団的自衛権の行使を公約とし、維新の会も自主憲法の制定を掲げている。扇情的なナショナリズムに訴える政策は、近隣諸国との関係に無用な緊張をもたらすだけである。さらに、これらの政党の原発・エネルギー政策は、課題の先送りか、単なる言葉遊びに過ぎず、福島第一原発の事故の反省など微塵も有していない。
4.　民主党政権では、地方交付税の増額や一括交付金の創設など、自治労が求める政策が実現してきた。また、自治労の悲願である非現業職員に対する協約締結権と消防職員に団結権を付与する関係法案も国会に上程された。民主党のマニフェストは、公務員制度改革や脱原発、社会保障制度の拡充などで自治労の求める政策の方向性と一致しており、それらの実現のためにも、認識を共有できる候補者を支援しながら、民主党中心の政権の継続を勝ち取る必要がある。
5.　マスコミの世論調査では、自民党がリードし、各選挙区で自治労が推薦する候補者はきわめて厳しい闘いを強いられている。特に民主党への逆風はかつて我々が経験したことがない強烈さである。しかし、私たちが、現情勢を傍観し、足を止めてしまえば、この流れを押しとどめることはできない。そしてそれは自民党や維新の会を喜ばせるだけである。
6.　かつてない逆風だからこそ、組合員が一丸となって、正面から立ち向かって行こう。自治労推薦の候補者の必勝に向けて、組合員の一人ひとりが支持を拡大していこう。投票日までは10日以上もある。闘いはこれからだ。全国の組合員の皆さんのご奮闘を心からお願いする。
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